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鏡野町国民健康保険病院整備事業発注者支援（CM）業務委託特記仕様書 

 

Ⅰ 業務概要 

１．業務名称  

鏡野町国民健康保険病院整備発注者支援（コンストラクションマネジメント）業務（以下

「本業務」という。） 

２．履行期間 

 業務委託契約締結日から令和８年（２０２６年）３月３１日まで（予定）とする。 

  本業務は、基本設計・施工者選定業務・実施設計を対象とするが、履行期間内に実施設計

が完成していない場合は、実施設計段階におけるコンストラクションマネジメント業務（以

下「CM 業務」という）の終了日まで履行期間を延長することがある。延長については、発

注者と本委託を受託したもの（以下「受託者」という。）によって協議するものとする。 

３．本委託の実施上の留意事項等 

① 受託者は、本事業に係る基本設計段階、実施設計段階、工事発注段階の各段階において、

発注者の方針や意向を十分に理解し、関連する各分野における専門性の高い技術力を有す

る者を適宜配置し、本委託に係る業務（以下「本業務」という。）にあたるとともに、良質

かつ安定的な支援を契約期間中継続的に履行するものとする。 

② 受託者は、常に発注者の支援者としての立場に立ち、発注者の利益を守ることを最大の

任務と捉え、発注者との高い信頼関係および倫理性を以って本業務を履行するものとする。 

③ 受託者は、本事業に関連する設計者、関連業務受託者（以下「関連事業者」という。）か

ら、常時完全に独立する立場の維持を徹底すること。 

④ 受託者は、鏡野町国民健康保険病院整備事業発注者支援（コンストラクションマネジメ

ント）業務委託公募型プロポーザル実施要領（以下「実施要領」という。）における所定の

条件を満たすとともに、本業務の実施にあたり、本事業に係る関係諸法令、および関連条

例等の遵守を徹底すること。 

⑤ 受託者は、本業務の実施に関し、疑義が生じた場合には、速やかに発注者と協議を行う

こと。 

 

Ⅱ 業務の対象 

１．事業名称 

鏡野町国民健康保険病院整備事業 

２． 建設場所 

岡山県苫田郡鏡野町竹田地内および円宗寺地内 

「鏡野町国民健康保険病院新病院整備基本構想」を参照のこと。 

 ３．業務対象施設 
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用途：病院 

敷地面積：約１２，５３８㎡  

延床面積：約５，６００㎡（想定） 

主要構造：RC造 

耐震安全性の分類：「官庁施設の総合耐震計画基準」による耐震安全性の分類は次のとおり 

構造体：建物構造体 Ⅱ類 非構造部材 Ａ類  建築設備 甲類 

構造形式：免震構造  

設計・施工の発注方式：ＥＣＩ方式 

 ４．公法上の規制 

  ①都市計画法 

都市計画：都市計画区域内 

用途地域：無指定、未線引き 

防火地域：指定なし 

②建築基準法 

建ぺい率：60％ 

容積率：200％ 

 ５． 概算事業費 

約５４．６６億円（税込） 

６． 完了予定 

令和１０年度供用開始（予定） 

７． 計画概要 

鏡野町ホームページに掲載する「鏡野町国民健康保険病院新病院整備基本構想」「鏡野町国

民健康保険病院新病院基本計画」を参照のこと  

 

Ⅲ 業務仕様 

本仕様書に記載がないものは日本コンストラクション・マネジメント協会が発行するＣＭ業

務委託契約約款・委託仕様書を参考とする。なお、これらに記載の無い事項であっても、本委

託の性質上必要と思われるものは、受託者の責任において完備しなければならない。 

１．管理技術者等の資格および実績要件 

①管理技術者（受託者に所属するものに限る。） 

本業務の技術的管理を行う者として管理技術者を配置すること。また、管理技術者は、

ＣＣＭＪ（日本コンストラクション・マネジメント協会の認定コンストラクション・マネ

ージャー（以下「ＣＭR」という。））または一級建築士の資格を有し、同種業務または類

似業務のＣＭ業務に携わった実績がある者であること。 

②ＣＭ業務を担当する各分野の主任担当者 

資格等要件は、原則として次に掲げるとおりとする。 

ア 建築（総合） 



3 

 

ＣＭR、または一級建築士の資格を有する者でＣＭ業務に携わった実績があること。 

イ 建築（構造） 

ＣＭR、または一級建築士若しくは構造設計一級建築士の資格を有する者でＣＭ業務に

携わった実績があること。 

ウ 電気設備 

ＣＭR、または建築設備士若しくは一級建築士の資格を有する者でＣＭ業務に携わった

実績があること。 

エ 機械設備（給排水衛生・空調換気） 

ＣＭR、または建築設備士若しくは一級建築士の資格を有する者でＣＭ業務に携わった

実績があること。 

オ 建設コスト管理 

ＣＭR、または建築コスト管理士若しくは建築積算士の資格を有する者でＣＭ業務に携

わった実績があること。 

カ 工事施工計画 

ＣＭR、または一級建築施工管理技士の資格を有する者でＣＭ業務に携わった実績があ

ること。 

２．業務の履行 

受託者は、募集要項に基づき提出した業務実施体制により、当該業務を履行するとともに、

業務提案書における提案事項については、実現に向けて課題を整理し、問題点がある場合は

改善策の提案を行うなど、発注者の承認を得て業務を履行すること。 

３．業務計画書の提出 

受託者は、契約締結後速やかに、次に掲げる事項を記載した業務計画書を作成の上、発注

者に提出し、発注者の承認を得るものとする。（仕様書等に定めの無い業務計画については、

協議事項とし、適宜追加するものとする。）なお、募集要項に基づき提出した配置予定の管

理技術者および主任担当者の変更は原則として認めない。ただし、やむを得ない理由により

変更を行う場合は、同等以上の技術を有する者とし発注者から承認を得るものとする。 

①業務実施方針 

ＣＭ業務実施方針 

②業務工程 

業務工程計画の作成、打合せ計画の作成 

③業務実施体制 

業務体制、組織計画（体系図）、業務担当表、連絡体制、連絡先 

④配置技術者名簿 

担当分野、氏名、生年月日、所属、役職、保有資格、実務経験および手持ち業務等 

⑤その他 

発注者が他に必要とする事項 

Ⅳ 委託業務内容 
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１．統括マネジメント 

①会議体の構築 

関係者（発注者、受託者、設計者、関連事業者、その他コンサルタント等）が情報共有や

容等について整理し、プロジェクト全体の会議体構成を構築・提案する。 

②会議体の運営 

①において構築した会議体構成に基づき、各会議体を適切に実施・進行・運営する。 

また、必要に応じて各会議体のあり方や出席者、日程、打合せ内容等を調整し、関係者に

周知する。 

関係者が作成する会議記録の内容を確認し、関係者に内容を確認した後に配布する。 

③関係者役割分担表の作成・更新 

業務開始時に、工事契約締結までの関係者役割分担表を作成し、発注者の承認を得る。そ

の後、プロジェクトの進行状況により役割分担が変更となった場合等は、随時関係者役割分

担表の更新を行い、プロジェクト関係者に周知する。 

④関係者の総合調整（情報管理） 

プロジェクト進行に必要な関係者の総合調整、情報の伝達・記録・保存・管理・更新の方

法を提案し実行する。実施設計段階における VE 提案、コスト削減提案等について関係者間

の協議・調整を行う。 

⑤内部資料の作成および説明支援 

プロジェクト進行において発注者の必要とする庁内説明資料等の内部資料を作成および説

明の支援を行う。 

⑥許可・届出支援 

必要な許認可申請・届出等の確認、手続きを支援する。 

２．スケジュールマネジメント 

①マスタースケジュールの作成・進捗確認・更新 

基本設計業務以降のマスタースケジュールを関係者と調整のうえ作成する。また、事業を

推進する中で、随時、スケジュールに沿ってプロジェクトが進行しているか確認し、進捗管

理する。また、必要に応じてマスタースケジュールを更新し、発注者の確認を受ける。 

②CM業務詳細スケジュールの作成 

業務開始から令和６年３月３１日までの実施設計ＣＭ業務に関わる詳細スケジュールおよ

び令和６年４月１日から工事契約締結までの同詳細スケジュール（案）を作成し、発注者の

確認を受ける。 

③実施設計スケジュールの確認 

実施設計者が提出する実施設計スケジュールの確認・調整を行う。 

３．コストマネジメント 

①全体工事費管理 

プロジェクトにおいて随時現状コストの確認をし、工事費の大幅増のリスク要因の洗い出

しとその対応策を発注者へ助言する。適切な予算目標を設定し工事費の管理をする。実施設
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計者、技術協力者（施工予定者）の提案する VE 提案、コスト削減提案等について確認を行

い、発注者へ助言する。 

②コストの確認 

実施設計者が提示する概算工事費、見積金額、工事単価および積算内訳書について、実施

設計図書との整合性および妥当性を確認する。また、最新の市場価格調査・分析などを行う。

予定工事価格の実勢コストとの比較検証、代替検討を行う。 

４．品質マネジメント 

①実施設計図書等の確認 

実施設計者の提出する実施設計図書等の内容を確認した後、与条件等を満たさない事項や

課題があればこれを整理し、実施設計者、技術協力者（施工予定者）および発注者等の関係

者へ確認結果を報告し、修正のある場合は指示する。 

②技術提案内容の検討・評価 

技術協力者（施工予定者）から提出された技術提案書の内容を検討・評価し、妥当性や実

現性について発注者へ助言する。採用する提案については、設計内容に反映されているか確

認する。 

③検査業務支援 

実施設計成果品について、発注者の求める仕様を満たしているか確認し、検査を支援する。 

５．ECI方式による施工業者選考支援 

 ①事業者の選定および契約締結支援 

  技術協力者（施工予定者）選考のための公募型プロポーザル実施に関して、発注者が作成

する募集要領および参加資格等を確認する。 

 ②参加表明書の確認 

  参加表明提出者のうち本業務への参加資格の審査に対する書類審査支援を行う。 

③優先交渉権者の選考支援 

優先交渉権者を選定するにあたり、公平な技術提案書の審査・評価をおこなうための技術

評価会議に諮る提案書を確認する。 

６．工事契約協議支援 

 ①工事費の確認 

技術協力者（施工予定者）から提示される工事費 （見積書）を確認し、妥当性の確認を

する。 

 ②工事発注区分の確認 

市場状況を勘案し、実施設計段階で更新した工事発注計画における発注区分案を変更する

必要があるか否かを検討し、発注者に報告する。変更の必要があると受託者が判断した場合

は、修正案を作成の上、発注者に提案し、発注者の確認を得た後、必要に応じて実施設計図

書を設計者に依頼する。 

設計者が修正に応じない場合は、その旨を発注者に報告し、必要に応じて発注者と協議し

対応策について調整・支援を行う。 
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 ③交渉・協議支援 

発注者と技術協力者（施工予定者）との円滑な工事契約締結に向けた交渉・協議の支援を

行う。 

７．その他 

病院整備事業発注者支援業務受託者選定プロポーザル時に提案し、発注者との協議の結果採

用された業務について実施する。 

 

Ⅴ 打合せおよび議事録 

業務を適正かつ円滑に実施するため、受託者と発注者は打合せを行い、業務方針の確認、条

件等の疑義を正すものとし、その内容については 受託者がその都度記録する。 

記録は、Microsoft Word 形式で速やかに作成し、打合せ後３営業日以内に発注者へメール

送付する 。相互に確認した上で、内容確定 議事録として関係者に送付すること。 

 

Ⅵ 成果品および提出部数等 

提出時期や必要な資料等は、以下を基本とし、ここに定めがないものについては発注者と受託

者との協議による。 

 １．業務計画書 

Ⅲ ３．に記載のとおり。 

 ２．業務報告書 

①各業務内容の報告 

  ②打合せ・会議記録（資料含む） 

  ③内部作成資料（庁内等説明用資料） 

  ④その他報告・資料等 

３．納品等 

  ①成果物等の提出先は 

   住 所 岡山県苫田郡鏡野町竹田６６０番地 

   担当課 鏡野町総合政策室  

②成果物は、紙データ版および電子納品版による。 

③紙データ版はＡ４版ファイルで綴りは製本せず、着脱可能な厚型ファイルを使用すること。 

  ④成果物は目次やインデックスを用いてわかりやすく整理してまとめ、２部提出 

  ⑤電子納品は、紙データ版に納めた全てのデータについて以下のとおりとする。 

提出データ：ＣＤ―ＲまたはＤＶＤ－Ｒに委託名称を印刷して、２部提出 

電子データ：紙データ版で提出した資料を全て含め、文書データはMicrosoft Wordまた

はMicrosoft Excel を使用して作成し、図表などはMicrosoft Excelまたは 

Microsoft PowerPoint を使用して作成すること。 

また、使用した写真データ（ Jpeg 形式）や CAD データ（データ形式は、

発注者および受託者双方の協議による）についても、オリジナルデータに加
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え、PDＦデータを提出すること。 

 ４．著作権 

  本業務の成果物の著作権および所有権は、すべて発注者に帰属するものとする。 

 

Ⅶ その他留意事項 

 １．受託者は、発注者が要請する場合のほか、必要に応じて、業務遂行のための適切な調整お

よび検討を行うこと。 

 ２．本仕様書に定めのない事項については、発注者および 受託者双方協議のうえ、定めるも

のとする。 

 ３．受託者は、本仕様書に記載された業務に着手するにあたり、プロポーザル時に受託者が提

案した内容をふまえ、発注者と受託者とで協議の上、詳細な業務内容を決定するものとする。 

 ４．発注者が提供する情報・資料等について、発注者の許可なく第三者に流布することのない

ようにすること。 

 ５．受託者は、本業務遂行のために個人情報を取り扱う場合は、鏡野町個人情報保護法施行条

例および関係法令等を遵守しなければならない。 

 ６．業務の実施に関し、疑義が生じた場合には、速やかに発注者と協議を行うこと。 


